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自己資本比率規制第３の柱に基づく開示

　自己資本比率規制とは、バーゼル銀行監督委員会で定められた金融機関の健全性を維持するための規制の枠組みのことをいいま
す。平成19年3月期より適用されたバーゼルⅡ（新BIS規制）に次ぐ新たな規制の枠組みとして、平成22年12月にバーゼルⅢが公表さ
れました。リーマン・ショックに端を発した世界的な金融危機で明らかになった従来規制の不備に対応するため、規制の強化が図られ
ました。この新規制は、当金庫を含む国内基準では、平成26年3月期から適用が開始されました。
　自己資本比率規制では、最低自己資本比率を信用金庫を含めた国内基準で4％以上と定め、近年の金融機関のリスク管理事務の
進展や高度化等を踏まえ、金融機関の直面するリスクをより精緻に評価するのと同時に、金融機関自身のリスク管理能力の向上を促
すことを目指しています。
　自己資本比率規制は、第1の柱（最低所要自己資本比率：自己資本比率の計算において、信用リスクやオペレーショナル・リスク等の
リスク評価の精緻化とともに、金融機関内部のリスク管理手法と、整合的な算出基準を求めています。）、第2の柱（金融機関の自己管
理と監督上の検証：第1の柱以外のリスク発生要因を加味して、金融機関の統合的なリスク管理の検証・評価やモニタリング等を定め
ています。）、第3の柱（市場規律：金融機関の各種リスク量やその計算手法について、一層のディスクロージャーの充実が求められまし
た。）から構成され、本開示はこの第3の柱に沿って行うものです。

自己資本比率規制による開示項目一覧
■事業年度の開示事項

■自己資本の構成に関する事項
■定性的な開示事項
1．　連結の範囲に関する事項

子会社を含めた連結の開示
（1）連結の範囲に関する事項

①　自己資本比率告示第3条に規定する連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（連結グループ）に属する会社と「連
結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）（連結財務諸表規則）に基づき連結の範囲
に含まれる会社との相違点

　　当金庫は、子会社3社を何れも連結対象とし、連結財務諸表規則第5条第2項の規定を適用していないため、相違点はありま
せん。

②　連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容
ア）連結子会社の数	 3社
イ）主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容

株式会社苫信ビジネスサプライ	 現送、メール業務、ATM監視、信用金庫代理業等
株式会社とましん地域経済研究センター	 金融・経済に関する調査、講演会・セミナー開催等
株式会社とましんパートナーズ	 消費資金の貸付けに関する相談業務等

③　自己資本比率告示第7条が適用される金融業務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人等の名称及
び主要な業務の内容

　　該当ございません。
④　自己資本比率告示第6条第1項2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社の数並びに主要な会社の名称及び主

要な業務の内容
　　該当ございません。
⑤　信用金庫法第54条の21第1項第1号に掲げる会社のうち同号イに掲げる業務を専ら営むもの若しくは同項第2号に掲げる

会社であって、連結グループに属していない会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容
　　該当ございません。
⑥　連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要
　　制約は特に定めておりません。

（2）自己資本調達手段の概要
　  連結では相殺されておりますが、連結子会社の株式は3社とも親会社である苫小牧信用金庫が100％保有しております。

（3）連結グループの自己資本の充実度に関する評価方法の概要
（4）信用リスクに関する事項
（5）信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
（6）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
（7）証券化エクスポージャーに関する事項
（8）オペレーショナル・リスクに関する事項
（9）出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

　本開示は、単体自己資本を基本に作成しており、連結自己資本については各表に括弧書
き（　）・網掛けにて記載しております。各表において括弧書き（　）がない部分は単体・連結
ともに同じ計数となります。



業
務
概
要

地
域
貢
献

経
営
管
理

資
料
編

商
品
・
サ
ー
ビ
ス

56TOMAKOMAI  SHINKIN BANK Disclosure 2020

TOMAKOMAI  SHINKIN BANK Disclosure 2020

（10）金利リスクに関する事項
　以上（3）から（10）までの事項につきましては、連結子会社は親会社である苫小牧信用金庫に従属する業務を営んでいるため
一体化しており、連結においては苫小牧信用金庫と同様であります。

2．　自己資本調達手段の概要
3．　自己資本の充実度に関する評価方法の概要
4．　信用リスクに関する事項
5．　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
6．　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
7．　証券化エクスポージャーに関する事項
8．　オペレーショナル・リスクに関する事項
9．　出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要

10．　金利リスクに関する事項

■定量的な開示事項
1.　資本控除となる非連結子会社等のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
2.　自己資本の充実度に関する事項
3.　信用リスクに関する事項
4.　信用リスク削減手法に関する事項
5.　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
6.　証券化エクスポージャーに関する事項
7.　出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
8.　リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
9.　金利リスクに関する事項

　自己資本比率告示第 6 条第 1 項第 2 号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社（資本控除となる非連結子会社等）の
うち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

　該当ございません。
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Ⅰ．自己資本調達手段の概要

Ⅱ．自己資本の充実度に関する評価方法の概要

　自己資本は、コア資本に係る基礎項目とコア資本に係る調整項目とで構成されています。令和2年3月末のコア資本に係る基礎項目のうち、当
金庫が積み立てている利益剰余金や一般貸倒引当金以外のものは、地域のお客さまによる普通出資金となっております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

　自己資本の充実度に関しまして、国内基準である4％を大きく上回っており、経営の健全性、安全性を十分保っていると評価し、また繰延税金
資産の自己資本に占める割合も軽微で、ほとんど依存しておりません。
　将来の自己資本の充実策ついては、年度ごとの業務運営計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一
義的な施策としております。

■自己資本の充実度に関する事項
平成30年度 令和1年度

リスク･アセット 所要自己資本額 リスク･アセット 所要自己資本額
イ. 信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計 198,532 7,941 209,036 8,361

（連結開示） (198,507) (7,940) （209,011） （8,360）
① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 193,821 7,752 199,065 7,962

（連結開示） (193,796) (7,751) （199,040） （7,961）
ソブリン向け 79 3 80 3
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 35,981 1,439 37,721 1,508
法人等向け 53,974 2,158 57,571 2,302
中小企業等向け及び個人向け 44,180 1,767 35,555 1,422
抵当権付住宅ローン 5,899 235 5,507 220
不動産取得等事業向け 34,170 1,366 38,657 1,546
3ヵ月以上延滞等 111 4 76 3
信用保証協会等による保証付 613 24 644 25
出資等 2,500 100 1,934 77

（連結開示） (2,475) (99) （1,909） （76）
出資等のエクスポージャー 2,500 100 1,934 77

（連結開示） (2,475) (99) （1,909） （76）
重要な出資のエクスポージャー − − − −

上記以外 16,308 652 21,315 852
他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に該当する
もの以外のものに係るエクスポージャー 6,375 255 8,875 355

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の
額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 1,753 70 1,753 70

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 1,379 55 1,346 53
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー − − − −

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金
融機関に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC
関連調達手段に係る5%基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

− − 2,699 107

上記以外のエクスポージャー 6,800 272 6,641 265
② 証券化エクスポージャー − − − −

証券化
STC要件適用分 − − − −
非STC要件適用分 − − − −

再証券化 − − − −
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 6,113 244 11,332 453

ルック・スルー方式 6,113 244 11,332 453
マンデート方式 − − − −
蓋然性方式（250％） − − − −
蓋然性方式（400％） − − − −
フォールバック方式（1250％） − − − −

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 − − − −
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措

置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △ 1,425 △ 57 △ 1,425 △ 57

⑥ CVAリスク相当額を8％で除して得た額 21 0 63 2
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー − − − −

ロ．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 10,347 413 9,940 397
（連結開示） (10,338) (413) （9,934） （397）
単体総所要自己資本額　（イ＋ロ） 208,879 8,355 218,977 8,759

（連結総所要自己資本額) (208,845) (8,353) （218,945） （8,757）

（注）1． 所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2．｢エクスポージャー｣ とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバラン

ス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．｢ソブリン｣とは、中央政府、中央銀行、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機

構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、住宅供給公社、地方道路公社、外国の中
央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開
発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体のことです。

4．｢3ヵ月以上延滞等｣ とは、元本及び利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上
延滞している債務者に係るエクスポージャー及び ｢ソブリン向け｣、｢金融機関及び
第一種金融商品取引業者向け｣、｢法人等向け｣ においてリスク・ウェイトが150％に

なったエクスポージャーのことです。
5． 当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。
　 ＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

6． 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％
7． 連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×4％

（百万円）

発行主体 苫小牧信用金庫
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 345百万円
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Ⅲ．信用リスクに関する事項
１．リスク管理の方針及び手続きの概要
　当金庫では、信用リスクを当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、融資業務の基本的な理念や手続き等を融資業務取扱規
程の中で定め、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。
　信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の他、信用格付制度の導入や自己査定の実施、さらには融資集中によるリスクの抑
制のため大口信用供与先の管理等、さまざまな角度からの分析に注力しております。また、与信額や予想デフォルト率、予想回収率のデータを整
備し、VaRモデルを用いて信用リスク量を計測して信用リスク管理に活用しています。
　個別案件の審査・信用供与管理に当たりましては、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制としています。さらに、
信用リスク管理・運営における重要事項を常務会等で審議しております。
　信用コストである貸倒引当金は、｢自己査定規程｣ 及び ｢償却・引当に関する規程｣ に基づき、自己査定における債務者区分毎に算定しておりま
す。一般貸倒引当金に当たる正常先、要注意先、要管理先については、債務者区分毎の債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づいた予想損失率を
乗じて算出しております。また、個別貸倒引当金に関しては、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先ともに、優良担保等を除いた未保全額に対して
個々の基準に基づき算出しております。なお、それぞれの結果については会計監査人の監査を受ける等、適正な計上に努めております。

２．リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の
使い分けは行っておりません。
　●㈱格付投資情報センター	 ●㈱日本格付研究所
　●ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク	 ●スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシーズ

■信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
　1．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の内訳

信用リスク・エクスポージャー期末残高
3ヵ月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　券 デリバティブ取引 その他

平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度
国内 460,943 464,754 221,061 225,477 102,858 93,474 72 211 136,951 145,591 524 437

（連結開示） (460,918) （464,729） (221,061) （225,477） (102,858) （93,474） (72) （211） (136,926) （145,566） (524) （437）
国外 5,053 9,296 - - 5,053 8,204 - - - 1,091 - -
地域別合計 465,997 474,050 221,061 225,477 107,912 101,679 72 211 136,951 146,683 524 437

（連結地域別合計） (465,972) （474,025） (221,061) （225,477） (107,912) （101,679） (72) （211） (136,926) （146,658） (524) （437）

製造業 5,981 4,682 4,460 4,094 699 200 - - 820 387 - -
農業、林業 869 1,005 869 1,005 - - - - 0 0 - -
漁業 46 28 46 28 - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 645 546 645 546 - - - - - - - -
建設業 13,010 15,133 12,890 15,042 50 50 - - 70 40 - 8
電気・ガス・熱供給・水道業 7,286 8,990 1,071 1,079 6,206 7,902 - - 8 8 - -
情報通信業 664 1,162 300 279 - - - - 363 883 - -
運輸業、郵便業 24,122 23,185 5,710 5,673 18,152 17,286 - - 259 224 - -
卸売業、小売業 10,433 11,362 9,440 10,434 799 799 - - 193 127 18 12
金融業、保険業 173,177 184,326 9,231 9,156 27,721 29,049 72 211 136,151 145,909 - -
不動産業 47,040 51,314 46,761 51,035 200 200 - - 79 79 1 9
物品賃貸業 659 463 659 463 - - - - - - - -
学術研究、専門・技術サービス業 941 931 941 931 - - - - - - - -
宿泊業 1,810 1,640 1,810 1,640 - - - - - - 261 250
飲食業 1,849 1,880 1,849 1,880 - - - - - - 132 -
生活関連サービス業、娯楽業 1,366 1,571 1,337 1,543 - - - - 28 28 - -
教育、学習支援業 2,274 2,208 2,270 2,204 - - - - 3 3 - -
医療、福祉 19,071 18,746 19,071 18,746 - - - - - - - -
その他のサービス 9,009 8,563 8,092 7,648 100 100 - - 816 814 23 -

（連結開示） (8,984) （8,538） (8,092) （7,648） (100) （100） - - (791) （789） (23) -
国・地方公共団体等 90,394 82,282 36,412 36,186 53,982 46,090 - - - 5 - -
個人 57,186 55,855 57,186 55,855 - - - - - - 86 156
その他 11,372 10,964 - - - - - - 11,372 10,964 - -

（連結開示） (11,372) （10,964） - - - - - - (11,372) （10,964） - -
業種別合計 479,214 486,845 221,061 225,477 107,912 101,679 72 211 150,168 159,477 524 437

（連結業種別合計） (479,189) （486,820） (221,061) （225,477） (107,912) （101,679） (72) （211） (150,143) （159,452） (524) （437）

1年以下 125,844 125,201 20,991 42,209 11,077 17,763 - - 93,775 65,228
1年超3年以下 82,435 156,236 16,593 37,817 39,751 40,691 - 20 26,090 77,707
3年超5年以下 51,914 60,574 17,188 31,329 34,636 29,132 20 30 69 81
5年超7年以下 38,421 31,896 19,471 22,948 18,865 8,888 45 - 39 58
7年超10年以下 38,878 29,653 22,216 25,233 1,636 3,255 7 161 15,017 1,003
10年超 111,803 58,552 109,859 56,605 1,943 1,946 - - - -
期間の定めのないもの 29,916 23,639 14,740 9,333 - - - - 15,176 14,306

（連結開示） (29,891) （23,614） (14,740) （9,333） - - - - (15,151) （14,281）
その他 - 1,091 - - - - - - - 1,091
残存期間別合計 479,214 486,845 221,061 225,477 107,912 101,679 72 211 150,168 159,477

（連結残存期間別合計） (479,189) （486,820） (221,061) （225,477） (107,912) （101,679） (72) （211） (150,143) （159,452）

（注）1．オフ･バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2．｢3ヵ月以上延滞エクスポージャー｣とは、元本または利息が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の業種区分における ｢その他｣は、裏付けとなる個々の資産の全部または一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。
4．上記の残存期間別における ｢その他｣は、裏付けとなる個々の資産の全部または一部について、残存期間別に分類することが、困難なエクスポージャーです。
5．上記のエクスポージャー区分における ｢その他｣は、現金、預け金、株式、買入金銭債権、未収収益、固定資産等が含まれます。
6．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
7．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（百万円）

エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分
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　2．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　3．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

　4．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

 
 期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高 

目的使用 その他

一般 貸倒引当金
平成30年度 390 340 － 390 340
令和1年度 340 431 － 340 431

個別貸倒引当金
平成30年度 3,401 3,418 4 3,396 3,418
令和1年度 3,418 3,344 － 3,418 3,344

合 計
平成30年度 3,792 3,759 4 3,787 3,759
令和1年度 3,759 3,776 － 3,759 3,776

 
 
 

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

 期末残高
目的使用 その他

平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度
製造業 277 437 437 403 － － 277 437 437 403 － －
農業、林業 5 3 3 1 － － 5 3 3 1 － －
漁業 － － － － － － － － － － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 243 226 226 164 － － 243 226 226 164 － －
建設業 96 91 91 18 － － 96 91 91 18 － －
電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －
情報通信業 － － － － － － － － － － － －
運輸業、郵便業 423 435 435 429 － － 423 435 435 429 － －
卸売業、小売業 721 674 674 741 1 － 720 674 674 741 － －
金融業、保険業 0 1 1 0 － － 0 1 1 0 － －
不動産業 430 414 414 429 － － 430 414 414 429 － －
物品賃貸業 － － － － － － － － － － － －
学術研究、専門・技術サービス業 19 19 19 19 － － 19 19 19 19 － －
宿泊業 226 217 217 230 － － 226 217 217 230 － －
飲食業 132 129 129 131 － － 132 129 129 131 － －
生活関連サービス業、娯楽業 97 － － － － － 97 － － － － －
教育、学習支援業 － 6 6 8 － － － 6 6 8 － －
医療、福祉 653 607 607 613 － － 653 607 607 613 － －
その他のサービス 49 129 129 116 3 － 46 129 129 116 － －
国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － －
個人 23 24 24 35 － － 23 24 24 35 － －
その他 － － － － － － － － － － － －
合計 3,401 3,418 3,418 3,344 4 － 3,396 3,418 3,418 3,344 － －

告示で定める
リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
告示で定める

リスク・ウェイト区分

エクスポージャーの額
格付適用あり 格付適用なし 格付適用あり 格付適用なし

平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度
0% － － 138,870 128,321 100% － － 103,989 111,245 
10% － － 7,662 8,168 （連結開示） － － （103,964）（111,220）
20% 604 487 138,890 148,601 150% － － 180 1,804 
35% － － 16,857 15,736 250% － － － －
50% 16,811 49,152 109 58 1,250% － － 2,151 3,138 
75% － － 53,086 20,129 その他 － － － －

合計 17,416 49,640 461,798 437,205 
（連結合計） （17,416） （49,640）（461,773）（437,180）

（注）１．当金庫は外国証券を保有しておりますが、当事項には該当しないため、｢地域別｣の区分は省略しております。
２．当金庫では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取り扱っておりますが、当該引当金の

金額は上記残高等に含めておりません。

（注）１．当金庫は外国証券を保有しておりますが、当事項には該当しないため、｢地域別｣の区分は省略しております。
２．当金庫では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして扱っておりますが、当該引当金の金

額は上記残高等に含めておりません。
３．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて区分しております。

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク･ウェイトに区分しています。
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

（百万円）

（百万円）

（百万円）
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■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（注）グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額はありません。

（百万円）

（百万円）

（百万円）

Ⅳ．信用リスク削減手法に関する事項

Ⅴ．派生商品取引及び長期決済期間取引相手のリスクに関する
　 リスク管理法の方針及び手続きの概要

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
　当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質等、さまざまな角度から可否の判断をしており、担
保や保証による保全措置は、あくまで補完的な位置付けとして認識し、担保や保証に過度に依存しないような融資の運営姿勢に努めております。
ただし、融資審査の結果、担保や保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに
努めております。
　当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金、有価証券、不動産等、保証には、人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等があ
りますが、その手続きについては、融資業務取扱諸規程や担保評価要領等により、適切な事務の取扱いと適正な評価を行っております。
　また、手形貸付、割引手形、証書貸付、当座貸越、債務保証、外国為替、デリバティブ取引に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当
該融資取引の範囲において、預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リスク削減方策の一つとして、金庫が定める事務諸規程や各種約定
書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や諸手続きを省略して払い戻し充当いたします。
　自己資本比率規制で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自金庫預金積金、上場株式、保証として政府保証、地方公共団体
保証、有格付会社による保証等が該当し、そのうち有格付会社による保証は、適格格付機関が付与している格付により判定しております。なお、信
用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

　派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより受ける信用リスクが
内包されております。
　市場リスクへの対応は、派生商品取引により受けるリスクと保有する資産・負債が受けるリスクが相殺されるよう管理して、信用リスクへの対応
としては、リスク管理の観点から、総与信取引における保全枠との一体的な管理により与信判断を行い、また場合に応じて担保、保証等による保
全を図ることでリスクを限定しております。
　その他、有価証券関連取引については、有価証券に係る投資方針の中で定めている投資枠内での取引に限定するとともに、万一、取引相手に
対して担保を追加提供する必要が生じたとしても、提供可能な資産を十分保有しており、影響は限定的であります。
　なお、金庫全体のリスク許容限度内で配賦されたリスク資本及び市場、信用リスク限度枠については、「統合的リスク管理規程」に即して適切
な運用と管理を行っています。

　長期決済期間取引の相手のリスクは該当ございません。

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度
①派生商品取引合計 72 211 72 211

（ⅰ）外国為替関連取引 65 201 65 201
（ⅱ）金利関連取引 7 9 7 9
（ⅲ）金関連取引 － － － －
（ⅳ）株式関連取引 － － － －
（ⅴ）貴金属（金を除く）関連取引 － － － －
（ⅵ）その他コモディティ関連取引 － － － －
（ⅶ）クレジット・デリバティブ － － － －

②長期決済期間取引 － － － －
合計 72 211 72 211

平成30年度 令和1年度
担保の種類別の額 担保はありません。 担保はありません。

平成30年度 令和1年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 － 46

適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ
平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度 平成30年度 令和1年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 775 721 41,946 44,935 642 742
ソブリン向け － － 32,851 30,913 － －
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － － － － －
法人等向け 10 3 220 219 178 192
中小企業等・個人向け 765 717 8,850 13,762 359 416
抵当権付住宅ローン － － － － － －
不動産取得事業向け － － － － 104 133
3ヵ月以上延滞等 － － 24 40 － －

信用リスク削減手法

ポートフォリオ
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Ⅵ．証券化エクスポージャーに関する事項
１．リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　証券化取引には、証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されますが、当金
庫においては、有価証券投資の一環として購入したものが該当する場合があります。
　当該証券投資に係るリスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報等により把握する
とともに、必要に応じて常務会等に諮り、適切なリスク管理に努めております。また、証券化商品への投資は、有価証券に係る投資方針の中で定
める投資枠内での取引に限定するとともに、取引に当たっては、年度毎の余裕資金運用方針等に基づき、投資対象を一定の信用力を有するもの
とする等、適正な運用、管理を行っています。

２．自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号まで
　（ 自己資本比率告示第302条の2第2項において準用する場合も含む）
　 に規定する体制の整備及びその運用状況の概要
　当金庫は、証券化取引における管理体制を整備しております。
　投資時には、当該取引に係る市場環境やモニタリングの情報の入手可能性、裏付資産の状況やリスク、構造上の特性等の分析を行ったうえで
投資の可否を判断します。また、投資後、保有したものについては、定期的及び適時に、当該取引や裏付資産に係る情報の収集とともに、信用補完
の十分性や仕組維持の蓋然性の検証を行っています。

３．証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
　当金庫は、標準的手法を採用しております。

４．証券化取引に関する会計方針
　当該取引に係る会計処理については、当金庫が定める ｢金融商品の時価会計に関する規程｣及び日本公認会計士協会の ｢金融商品会計に関す
る実務指針｣等に従った、適切な処理を行っております。

５．証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付期間の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の４機関を採用しております。なお、投資の種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　●㈱格付投資情報センター	 ●㈱日本格付研究所
　●ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク	 ●スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシーズ

■投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
１．オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

　該当ございません。

２．投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

　該当ございません。

Ⅶ．オペレーショナル・リスクに関する項目
１．リスク管理の方針及び手続きの概要
　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、リスク
の顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めています。
　特に、事務リスク管理については、本部と営業店が一体となり、各種事務マニュアルの整備や、その遵守に心掛けるのは勿論のこと、日頃の事
務指導や研修体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証等に取り組み、事務品質の向上に努めております。
　システム・リスクについては、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査、システム監査を実施し、安定した業務遂行ができ
るよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。
　その他のリスクについては、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクについて、それぞれ所管部が発生防止に向けた取組みを進め
ています。

２．オペレーショナル･リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は基礎的手法を採用しております。
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Ⅷ．出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
■出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
　上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託に係るリスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）によるリスク計測に
よって把握するとともに、当金庫の抱える市場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、ストレス・テスト等、複合的なリスクの分析を実施し、定
期的に常務会へ報告しております。また、株式関連商品への投資は、証券化商品と同様、有価証券に係る投資方針の中で定める投資枠内での取
引に限定するとともに、基本的には債券投資のヘッジ資産として位置付けており、ポートフォリオ全体のリスク・バランスに配慮した運用に心掛け
ております。
　一方、非上場株式、子会社・関連会社株式、政策投資株式、その他投資事業組合への出資金に関しては、内規に基づいた適正な運用、管理を
行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況について
は、適宜、経営陣へ報告を行う等、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引に係る会計処理については、当金庫が定める ｢金融商品の時価会計に関する規程｣ 及び日本公認会計士協会の ｢金融商品会計
に関する実務指針｣等に従った、適切な処理を行っております。

　1．出資等または株式等エクスポージャーの時価及び貸借対照表計上額等

　2．出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

　3．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等）

■リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

（注）（連結）損益計算書における損益の額を記載しております。

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

売買目的有価証券
その他有価証券

時価のあるもの 時価のないもの

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価

差額

取得原価
（償却原価）

貸借対照表
計上額 評価差額 貸借対照表

計上額うち益 うち損

上場株式等
平成30年度 － － 1,675 1,783 107 260 153 －
令和1年度 － － 1,105 1,113 7 209 201 －

非上場株式等

平成30年度 － － － － － － － 2,578
（連結開示） － － － － － － － （2,553）

令和1年度 － － － － － － － 2,582
（連結開示） － － － － － － － （2,557）

合計

平成30年度 － － 1,675 1,783 107 260 153 2,578
（連結開示） － － （1,675） （1,783） （107） （260） （153） （2,553）

令和1年度 － － 1,105 1,113 7 209 201 2,582
（連結開示） － － （1,105） （1,113） （7） （209） （201） （2,557）

売却額 株式等償却
売却益 売却損

出資等または株式等エクスポージャー
平成30年度 1,228 217 99 －
令和1年度 486 46 62 68

時価のあるもの 時価のないもの

貸借対照表
計上額 時　価 評価差額 貸借対照表

計上額うち益 うち損

子会社・子法人等株式
平成30年度 － － － － － 25
令和1年度 － － － － － 25

関連法人等株式
平成30年度 － － － － － －
令和1年度 － － － － － －

合計
平成30年度 － － － － － 25
令和1年度 － － － － － 25

平成30年度 令和1年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 9,900 23,967
マンデート方式を適用するエクスポージャー − －
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー − －
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー − －
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー − －
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Ⅸ．金利リスクに関する事項
１．リスク管理の方針及び手続きの概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫においては、双方ともに
定期的な評価、計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　当金庫では、金利リスクを適切にコントロールするため、常務会においてリスクリミットやアラームポイントを決定しており、ALM関連規程にお
いて、リスク管理方法や手続きなどの詳細を明記しております。これらにより、運用の実施状況の把握・確認、リスクリミットの遵守状況のモニタリ
ング、今後の対応等、資産及び負債の最適化に向けたリスク管理に努めております。
　具体的には、資金証券部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し金利の変動リスクを管理しております。一定の金利ショッ
クを想定した場合の銀行勘定の金利リスクの計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益の影響度等を月次ベースで計測
し、ALM委員会等で協議、検討をするとともに、必要に応じて経営陣へ報告を行うなどの協議を行っております。なお、金利リスクを削減する手法
として、金利スワップ取引を活用する場合があります。

２．金利リスクの算定手法の概要
（1）開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNII並びに信用金庫がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する事項

①流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　1.25年となっております。
②流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　2.5年となっております。
③流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　　金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
④固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
　　固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約は考慮しておりません。 
⑤複数の通貨の集計方法及びその前提
　　通貨別に算出した金利リスクの正値のみを単純合算し、通貨間の相関は考慮しておりません。
⑥スプレッドに関する前提
　　スプレッド及びその変動は考慮しておりません。
⑦内部モデルの使用等、ΔEVE及びΔNIIに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　該当事項はありません。
⑧前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　令和2年3月末のΔEVEは、7,687百万円（前年度末比▲1,235百万円）となり、減少いたしました。ΔNIIについては、開示初年度のため、記

載しておりません。
⑨計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　当期の重要性テスト結果は、監督上の基準値である自己資本の額の20％に対して14.7％となり、問題のない水準となっております

（2）信用金庫が、自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく
　  定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNII以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する以下の事項

①金利ショックに関する説明
　　リスク管理や収益管理においては、金利リスク量はVaRやBPVの算定のほか、ギャップ分析等を行い多面的に分析・把握することで、金利

リスクや金利変動が損益に与える影響を管理しており、これらの計数は月次ベースでモニタリングしております。
　　また、ストレス・テストの実施にあたっては過去のストレス事象発生時や、過去一定期間における金利上昇幅を参考に、当金庫の金利リス

クへの影響を定期的に検証しております。
②金利リスク計測の前提及びその意味
　　当金庫の統合的リスク管理では、金利リスクを含む市場リスクはVaR（分散共分散法、保有期間60日、信頼区間99％、観測期間240営業日）

によって計測しております。VaRによって算定されたリスク量が、年度で設定された配賦資本の範囲内に収まっているかを月次ベースでモニタ
リングし、また、定期的に検証を行うストレス・テストの結果も経営陣等へ報告することで、適切に金利リスクのコントロールを行っております。

■金利リスクに関する事項
（注）1．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」

の項目に記載しております。
2．「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融

庁告示第3号（平成31年2月18日）による改正を受け、令
和2年3月末からΔNIIを開示することとなりました。 こ
のため、開示初年度につき、当期末分のみを開示してお
ります。

（百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

Δ EVE Δ NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 7,687 8,923 −
（連結開示） （7,687） （8,923） −

2 下方パラレルシフト − − 191
（連結開示） − − （191）

3 スティープ化 4,598 6,140
（連結開示） （4,598） （6,140）

4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下

7 最大値 7,687 8,923 191
（連結開示） （7,687） （8,923） （191）

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 51,989 50,708
（連結開示） （52,023） （50,742）
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